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政策提言型環境NPOと草の根型環境NPOの会員の志向性
―NPO法人「気候ネットワーク」とNPO法人「びわこ豊穣の郷」を事例として―

山添　史郎，豊田　陽介，平岡　俊一，野田　浩資

1. 課題の設定
1.1. 環境NPOの2類型――「政策提言型環境NPO」と「草の根型環境NPO」

　長谷川は，環境 NPO を「ナショナルなレベルで，政府・企業系のシンクタンクに対するカ
ウンターシンクタンク的な，環境コンサルタント的な役割を果たす」（長谷川，2000：183）「大
都市圏に拠点を持つ専門性の高い環境 NPO」（長谷川，2000：183）と「ローカルなベースをも
ち市町村や都道府県内を活動域とする，草の根型の非専門家的性格の強い環境 NPO」（長谷川，
2000：183）という 2 つのタイプに分類し，寺田は，「専門的アドボカシー（政策提言）型 NPO」
と「草の根環境 NPO」という 2 つのタイプに分類している（寺田，2000）。
　本稿では，「大都市圏に拠点を持つ専門性の高い環境 NPO」（長谷川，2000：183）および「専
門的アドボカシー（政策提言）型 NPO」（寺田，2000）を「政策提言型環境 NPO」とし，NPO
法人「気候ネットワーク」（以下「気候ネットワーク」）を事例とする。また，「市町村や都道府
県内を活動域とする，草の根型の非専門家的性格の強い環境 NPO」（長谷川，2000：183）および「草
の根環境 NPO」（寺田，2000）を「草の根型環境 NPO」とし， NPO 法人「びわこ豊穣の郷」（以
下「びわこ豊穣の郷」）を事例とする。
　「気候ネットワーク」は，1997 年 12 月に京都市で開催された COP3 に結集した組織・団体によっ
て結成された「気候フォーラム」を前身として，1998 年に設立された団体である（表 1）。「気候
ネットワーク」は，脱炭素社会の実現というグローバルな環境問題の解決を目的としており，国
際交渉への参加やロビー活動，政策提言や調査研究，脱炭素地域づくりや人材育成，子どもたち
への環境教育等の活動に取り組んでいる（平岡，2007；豊田，2012；豊田ほか，2014）。
　「びわこ豊穣の郷」は，琵琶湖赤野井湾流域の保全を目的に滋賀県エコライフ推進課と守山市
の働きかけにより，1996 年 9 月に地域住民，企業，団体の参加によって「豊穣の郷赤野井湾流
域協議会」として発足した団体である（表 1）。「びわこ豊穣の郷」は，身近な水路や河川，琵
琶湖の保全を目的としており，水質調査・水生生物調査，河川や内湖の一斉清掃活動や外来生
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物の除去活動，一般市民への啓発や環境教育，自治会・町内会や他の NPO・ボランティア団体
との連携，地域社会の多様な主体との連携等の活動に取り組んでいる（霜浦ほか，2002；野田，
2007；霜浦ほか，2009；野田，2016；山添・野田，2018）。
　「気候ネットワーク」においては，常勤の専門職員が事務局を担い，活動の企画・実施の中心
となっているが，「びわこ豊穣の郷」においては，非常勤の事務局スタッフとコアメンバーが活
動を企画し，一般会員とともに実施している。その他の特徴として，「気候ネットワーク」にお
いては，全国各地の団体等によるネットワーク型組織，アンブレラ組織であることがあげられ，「び
わこ豊穣の郷」においては，守山市内等の自治会・町内会が団体会員となっており，自治会・町
内会の活動層が会員の一翼を担っていることがあげられる（山添ほか，2018）*1。
　「気候ネットワーク」は，日本における環境 NPO の代表例とされることも多く（井上，1999；
長谷川，2000；雨森，2007），「びわこ豊穣の郷」は，滋賀県・琵琶湖流域における住民参加型の
水環境保全の代表的な取り組みの 1 つとして位置づけられる（野田，2016；山添ほか，2017a）。
環境 NPO においては，停滞状況に陥り，活動を休止するものも少なくない中，「気候ネットワーク」
と「びわこ豊穣の郷」は，ともに 20 年を超える活動実績を有し，「政策提言型環境 NPO」と「草
の根型環境 NPO」の代表例の 1 つとして位置づけられる。

1.2. 本稿の課題――環境NPOの会員の志向性

　本稿では，「気候ネットワーク」と「びわこ豊穣の郷」の会員アンケート調査のデータ比較により，
「政策提言型環境 NPO」と「草の根型環境 NPO」の会員の志向性を明らかにする。

*1　「気候ネットワーク」は，1997 年 12 月に京都市で開催された COP3 に結集した組織・団体により，
結成されたネットワーク型組織であり，構成団体が全国各地に存在するアンブレラ組織でもある。「気候
ネットワーク」の団体会員の構成については，山添・豊田（2012）を参照。

「気候ネットワーク」 「びわこ豊穣の郷」

NPO のタイプ
・政策提言型環境 NPO
（大都市圏に拠点を持つ専門性の高い環境
NPO ／専門的アドボカシー（政策提言）
型 NPO）

・草の根型環境 NPO
（市町村や都道府県内を活動域とする，草
の根型の非専門家的性格の強い環境 NPO
／草の根環境 NPO）

活動の対象 ・グローバルな環境問題の解決
（脱炭素社会の実現）

・身近な地域環境の保全
（身近な水路や河川，琵琶湖の保全）

活動の内容

・国際交渉への参加，ロビー活動，政策提
言や調査研究，脱炭素地域づくりや人材
育成，子どもたちへの環境教育等

・水質調査・水生生物調査，河川や内湖の
一斉清掃活動，外来生物の除去活動，一
般市民への啓発・環境教育，自治会や他
NPO との連携，地域社会の多様な主体と
の連携等

事務局体制 ・常勤の専門職員 ・非常勤のスタッフ

活動の企画・実施 ・常勤の専門職員が中心となって企画・実
施

・非常勤のスタッフとコアメンバーが企画
し，一般会員とともに実施

その他の特徴 ・全国各地の団体等によるネットワーク型
組織，アンブレラ組織である。

・自治会・町内会との連携を重視している。

表1　「気候ネットワーク」と「びわこ豊穣の郷」の特徴
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　環境 NPO の組織特性については，2 軸によって捉えていくことができよう。1 つは，「NPO と
行政がどのような関係をとるか」という行政との関係に関する軸（「対抗」／「補完」）であり，
もう 1 つは，「経営基盤の安定を図るために事業化を重視するか，財政規模の拡張ではなくボラ
ンティアによる実践的活動を重視するか」という財源のあり方に関する軸（「事業性」／「ボラ
ンティア性」）である（図 1）。田尾は，NPO は，「行政に対して補完的になることもあれば，対
立することもある」（田尾，2004：187）としており，ヤングは， NPO と政府との関係を「相補」「補
完」「対立」という 3 つに類型化している（Young，1999 ＝ 2007）*2*3。一方，筆者らは，NPO の「事
業性」と「ボランティア性」について，「ボランティアとしての自発性や熱意，あるいはマネジ
メントのみが秀でていても，NPO としての持続的な展開は困難であり，組織内での調整作業が
必要とされる」（霜浦ほか，2009：109）と指摘した。
　NPO には，「公共のなかでどのような働きをするかということが，全体のしくみのなかで問わ
れ」（田尾，2004：187）るとされており，「政策提言型環境 NPO」と「草の根型環境 NPO」に
おいては，それぞれに「対抗」と「補完」，「事業性」と「ボランティア性」を，どのようなバラ
ンスで，どのように組み合わせていくかが重要となる *4。「政策提言型環境 NPO」においては，カ
ウンターパワーとしての「対抗」が重視され，独立性を保持し，専門的なスタッフを確保するた

*2　「対抗」的役割においては，NPO は，行政・政府が社会に対する責任を保つように公共政策を変更
するように監視や働きかけを行うものと捉えられ，「補完」的役割においては，NPO は，政府では十分
に満たされない公共財の需要を満たすものと捉えられる。一方，「相補」的役割においては，NPO は，
政府のパートナーであり，政府から資金を受けながら公共財の配分を助けるものと捉えられる（野田，
2007：16）。
*3　NPO と行政との関係について，田尾は，「補完」「対立」（田尾，2004：187）という 2 つの側面から捉え，
ヤングは，「相補」「補完」「対立」という 3 つに類型化している（Young，1999 ＝ 2007）が，本稿では，
田尾・ヤングに共通する「補完」「対抗」により，行政との関係に関する軸を構成した。
*4　NPO の「事業性」については，「市民活動の事業体」（長谷川，2000：190）として，経営基盤を安
定化させるという評価の一方で，制度化による「社会運動性」の低下への懸念も指摘されている（寺田，
1998）。また，日本社会においては，現在のところ，行政から支援を得ることの悪影響は懸念されている
ほど，深刻化しておらず，むしろポジティブな影響を及ぼしているとされている（小田切，2017：153）

「草の根型環境NPO」

の理念的モデル

図1　環境NPOの2類型の理念的モデル
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めの財政基盤が重要となり，「事業性」も重視される。「政策提言型環境 NPO」の理念的モデル
は，「対抗」と「事業性」が高いところに位置するといえよう（図 1）。それに対し，「草の根型
環境 NPO」においては，身近な地域環境の保全をミッションとすることから，地域の幅広い主
体との「連携」や会員自らが身近な地域環境に働きかける「ボランティア性」が重視される。「草
の根型環境 NPO」の理念的モデルは，「補完」と「ボランティア性」が高いところに位置すると
いえよう（図 1）*5。 
　「政策提言型環境 NPO」と「草の根型環境 NPO」の組織特性が上記のような理念的モデルと
して位置づけられる一方で，会員は，どのような志向性をもって参加しているであろうか。本稿
では，「気候ネットワーク」と「びわこ豊穣の郷」を事例として，「政策提言型環境 NPO」と「草
の根型環境 NPO」の会員の行政との関係に関する志向性と財源のあり方に関する志向性を明ら
かにする。

1.3. 調査の概要と本稿の構成

　「気候ネットワーク」の会員アンケート調査は，個人会員 376 人（調査当時）を対象として，
2010 年に実施し，郵送法による配布・回収を行い，回答者数は 248 人，回収率は 66.0％であった。

「びわこ豊穣の郷」の会員アンケート調査は，個人会員 324 人（調査当時）を対象として，2015
年に実施し，郵送法による配布・回収を行い，回答者数は 223 人，回収率は 68.8％であった *6。筆
者らは，これまで両者に対し，コアメンバーへのインタビュー調査や実際に活動に参加するなど
のフィールドワークを実施してきており，アンケート調査の結果の解釈にあたっては，これらで
得た知見を用いることとする。
　本稿の構成について述べる。2 節では，「気候ネットワーク」と「びわこ豊穣の郷」の会員の
基本属性等について比較を行い，3 節では，「気候ネットワーク」と「びわこ豊穣の郷」の会員
の行政との関係に関する志向性について比較を行う。4 節では，「気候ネットワーク」と「びわ
こ豊穣の郷」の会員の財源のあり方に関する志向性について比較を行う。5 節では，「気候ネッ
トワーク」と「びわこ豊穣の郷」の会員の志向性について比較を行うとともに，「政策提言型環
境 NPO」と「草の根型環境 NPO」の理念的モデルとアンケート調査の結果から得られた会員の
志向性の関係について検討する。

2.「気候ネットワーク」と「びわこ豊穣の郷」の会員の基本属性等
　「気候ネットワーク」と「びわこ豊穣の郷」の会員の基本属性等（居住地，職業，年齢，性別）
について検討を行う。
　会員の居住地については，「気候ネットワーク」の会員では，「京都」「東京」といった NPO
*5　地域環境の保全のためには，行政や自治会，土地改良区など地域の多様な主体との連携が重要とな
る（千賀，2007；山添・野田，2009）。
*6　「気候ネットワーク」の会員アンケート調査の調査票については，野田編（2012）を，「びわこ豊穣の郷」
の会員アンケート調査の調査票については，野田編（2017）を参照。
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の事務所の所在地以外に居住する会員の割合が高くなっているが，「びわこ豊穣の郷」の会員では，
活動の拠点である守山市内に居住する会員が約 7 割を占めている（表 2，表 3）。

　職業については，「気候ネットワーク」「びわこ豊穣の郷」の会員ともに，「現在は働いていない」
の割合が最も高く，「気候ネットワーク」の会員では，約 2 割，「びわこ豊穣の郷」の会員では，
約 3 割となっている（表 4）。質問項目が異なり，単純比較はできないものの，「びわこ豊穣の郷」
の会員に比べ，「気候ネットワーク」の会員では，「教員」「専門職」「団体職員」「議員」といっ
た職種の占める割合が高く，特に「教員」「専門職」「研究職」の合計は，24.2％となっており，
これらの会員で全体の 1 ／ 4 程度を占めている。「気候ネットワーク」では，政策提言や社会的
監視等を主な活動としていることから，専門職層の割合が高くなっていると考えられる。一方，

「びわこ豊穣の郷」の会員では，「気候ネットワーク」の会員に比べ，「農林漁業」「家事専業」の
割合が高い。守山市は農村地域を多く残しており，また，「農林漁業」と水環境保全とは関わり
が深いことから，「農林漁業」の割合が高くなっていると考えられる，また，活動を行うエリア
と居住するエリアが近接しており，家事等を担う女性等においても，比較的参加しやすいため，「家

表2　「気候ネットワーク」の会員の居住地
　　　　　　　　　　　（回答者数：248 人）

表3　「びわこ豊穣の郷」の会員の居住地
　　　　　　　　　　　（回答者数：221 人）

居住地 割合（％）
京都 21.4
東京 16.9

その他 61.7

表4　会員の職業の比較
「気候ネットワーク」
（回答者数：248 人）

「びわこ豊穣の郷」
（回答者数：219 人）

農林漁業 0.8 5.0
会社員 14.9 10.5
公務員 8.5 12.3
教員 10.9 1.8

研究職 4.8 質問項目なし
専門職 8.5 6.8
自営業 7.3 5.5

団体職員 8.1 質問項目なし
議員 4.8 質問項目なし

家事専業 2.4 12.3
パート・アルバイト 2.0 7.3

学生 0.8 0.0
現在は働いていない 21.8 33.3

その他 4.4 5.0
（注）単位：％

居住地 割合（％）
守山市内 69.2
守山市外 30.8
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事専業」の割合も高くなっていると考えられる。
　年齢については，「気候ネットワーク」「びわこ豊穣の郷」の会員ともに，「39 歳以下」の若年
層の割合は低くなっているが，「気候ネットワーク」の会員では，「びわこ豊穣の郷」に比べ，「40
～ 49 歳」「50 ～ 59 歳」の割合が高く，「びわこ豊穣の郷」の会員では，「気候ネットワーク」に比べ，

「60 ～ 69 歳」「70 歳以上」の割合が高くなっている（表 5）。
　性別については，「気候ネットワーク」の会員では，8 割強を男性が占め，「びわこ豊穣の郷」
の会員では，男性が約 7 割を占めており，ともに男性の割合は高いが，「びわこ豊穣の郷」の会
員では，「気候ネットワーク」の会員に比べ，女性の割合が高くなっている（表 6）*7。

3. 会員の行政との関係に関する志向性
　「気候ネットワーク」と「びわこ豊穣の郷」の会員の行政との関係に関する志向性について検
討する *8。
　「気候ネットワーク」の会員では，行政との関係について，「政策や制度の改正に取り組むように，
提言などによって働きかける」（「対抗」）が大部分を占めており，割合は，80.4％となっている。
一方，「行政ではできない分野に集中して活動を進めていく」（「補完」）の割合は，11.0％，「機
会があればなるべく多くの分野の事業委託を受けるべき」（「相補」）の割合は，8.6％と少なくなっ

*7　滋賀県は，せっけん運動以降，女性が水環境保全活動をリードしてきた地域でもある（脇田，
1995）。
*8　行政との関係に関する軸については，「対抗」「補完」により構成したが，会員アンケートにおいては，

「対抗」「補完」「相補」の 3 つの選択肢により，調査を実施していることから，「相補」も含めて検討を
行うこととする。

表5　会員の年齢の比較
「気候ネットワーク」
（回答者数：248 人）

「びわこ豊穣の郷」
（回答者数：220 人）

20 ～ 29 歳 4.8 2.7
30 ～ 39 歳 9.7 6.4
40 ～ 49 歳 19.0 7.3
50 ～ 59 歳 23.4 14.1
60 ～ 69 歳 23.8 34.5
70 歳以上 19.4 35.0

（注）単位：％

表6　会員の性別の比較
「気候ネットワーク」
（回答者数：246 人）

「びわこ豊穣の郷」
（回答者数：219 人）

男性 82.5 69.9
女性 17.5 30.1

（注）単位：％
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ている（図 2）。「びわこ豊穣の郷」の会員では，行政との関係について，「政策や制度の改正に
取り組むように，提言などによって働きかける」（「対抗」）の割合が最も高く，49.0％となっており，

「行政ではできない分野に集中して活動を進めていく」（「補完」）の割合も 42.1％となっている（図
2）。一方，「機会があればなるべく多くの分野の事業委託を受けるべき」（「相補」）の割合は，8.9％
にとどまっている（図 2）。
　「気候ネットワーク」の会員では，「政策や制度の改正に取り組むように，提言などによって働
きかける」（「対抗」）の割合が大部分を占めている。一方，「びわこ豊穣の郷」の会員では，「政
策や制度の改正に取り組むように，提言などによって働きかける」（「対抗」）の割合が最も高い
ものの，「行政ではできない分野に集中して活動を進めていく」（「補完」）の割合も高くなってい
る。「気候ネットワーク」「びわこ豊穣の郷」の会員ともに，「機会があればなるべく多くの分野
の事業委託を受けるべき」（「相補」）の割合は低くなっている。

4. 会員の財源のあり方に関する志向性
　「気候ネットワーク」と「びわこ豊穣の郷」の会員の財源のあり方に関する志向性について検
討を行う。
　「気候ネットワーク」の会員では，財源のあり方について，「会費収入を増やすため，会員数を
増やす」の割合が 51.7％と最も高く，「行政以外の助成金や補助金，協力金を積極的に獲得する」
の 43.8％，「収益となる自主事業を展開する」の 32.9％が，これに続いている。一方，「びわこ豊
穣の郷」の会員では，財源のあり方について，「一般住民から広く寄付を募る」の割合が 37.3％
と最も高く，「会費収入を増やすため，会員数を増やす」の 36.3％，「行政以外の助成金や補助金，
協力金を積極的に獲得する」の 35.8％が，これに続いている（図 3）。両者ともに，NPO として
自由度の高い財源の必要性を感じている会員が多いと考えられる（図 3）。

図2　会員の行政との関係に関する志向性の比較
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　両者を比較すると，「気候ネットワーク」の会員では，「びわこ豊穣の郷」の会員に比べ，「会
費収入を増やすため，会員数を増やす」「行政以外の助成金や補助金，協力金を積極的に獲得する」

「収益となる自主事業を展開する」の割合が高く，一方，「びわこ豊穣の郷」の会員では，「気候ネッ
トワーク」に比べ，「一般住民から広く寄付を募る」「現在の財源でまかなえる範囲の活動にとど
める」の割合が高くなっている。
　「気候ネットワーク」「びわこ豊穣の郷」の会員ともに，「行政以外の助成金や補助金，協力金
を積極的に獲得する」「収益となる自主事業を展開する」が一定の割合を占めており，財政基盤
として「事業性」を重視していると考えられるが，両者ともに，「行政からの委託事業を増やす」
は 1 ／ 4 程度にとどまっており，行政との関係において，積極的に委託事業を獲得していこう
とする志向性は低い。「気候ネットワーク」の会員では，「現在の財源でまかなえる範囲の活動に
とどめる」を選択した会員は少数となっており，大部分の会員が事業の拡張を重視していると考
えられるが，「びわこ豊穣の郷」の会員では，「気候ネットワーク」の会員に比べ，「現在の財源
でまかなえる範囲の活動にとどめる」の割合が高くなっている。「びわこ豊穣の郷」の会員では，
事業の拡張だけでなく，会員による「手弁当」での活動（「ボランティア性」）を重視しようとす
る会員の割合も比較的高いものと考えられる。

図3　会員の財源のあり方に関する志向性の比較
（注）複数回答　　　　　　　　　　
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5. 考察
5.1.「気候ネットワーク」と「びわこ豊穣の郷」の会員の志向性の比較

　「気候ネットワーク」と「びわこ豊穣の郷」の会員の志向性について比較を行う（表 7）。
　第 1 に，「気候ネットワーク」の会員の志向性について検討を行う（表 7）。行政との関係に関
する志向性では，「政策や制度の改正に取り組むように，提言などによって働きかける」（「対抗」）
を重視する会員が大部分を占めていた。「気候ネットワーク」においては，脱炭素社会の実現と
いう政策や制度等の変革が必要とされる分野の活動に取り組んでいることから，政府・行政への

表7　「気候ネットワーク」と「びわこ豊穣の郷」の会員の志向性の比較

「気候ネットワーク」 「びわこ豊穣の郷」

NPO のタイプ 政策提言型環境 NPO 草の根型環境 NPO

基本属性等

・男性が 8 割強を占め，女性の割合は
少ない。

・「39 歳以下」の若年層が少なく，「60
歳以上」が多くなっているが，「びわ
こ豊穣の郷」に比べ，「40 ～ 49 歳」「50
～ 59 歳」が多い。

・「びわこ豊穣の郷」に比べ，相対的に
現役世代の割合が高い。

・「びわこ豊穣の郷」に比べ，「教員」「専
門職」「研究職」の割合が高い。

・男性が約 7 割を占め，女性の割合は
少ない。

・「39 歳以下」の若年層が少なく，「気
候ネットワーク」に比べて，「60 ～
69 歳」「70 歳以上」が多い。

・「気候ネットワーク」に比べ，退職層
の割合が高い。

・「気候ネットワーク」に比べ，「農林
漁業」「家事専業」の割合が高い。

行政との関係に
関する志向性

・「政策や制度の改正に取り組むよう
に，提言などによって働きかける」

（「対抗」）の回答割合は大部分を占め
ている。

・「行政ではできない分野に集中して活
動を進めていく」（「補完」）「機会が
あればなるべく多くの分野の事業委
託を受けるべき」（「相補」）の回答割
合は低い。

・「政策や制度の改正に取り組むよう
に，提言などによって働きかける」

（「対抗」）の回答割合とともに「行政
ではできない分野に集中して活動を
進めていく」（「補完」）の回答割合が
高い。

・「機会があればなるべく多くの分野の
事業委託を受けるべき」（「相補」）の
回答割合は低い。

財源のあり方に
関する志向性

・「びわこ豊穣の郷」に比べ，「会費収
入を増やすため，会員数を増やす」

「行政以外の助成金や補助金，協力金」
「収益となる自主事業を展開する」の
回答割合が高い一方で，「現在の財源
でまかなえる範囲の活動にとどめる」
を選択した会員は少数となっている。

・事業拡張への意欲が比較的高く，「事
業性」を重視している会員の割合が
高い。

・「気候ネットワーク」に比べ，「一般
住民から広く寄付を募る」「現在の財
源でまかなえる範囲の活動にとどめ
る」の回答割合が高い。

・「事業性」を重視しつつも，「ボラン
ティア性」を重視する層が一定の割
合を占めている。

政策提言型環境NPOと草の根型環境NPOの会員特性と志向性



　4公共政策　野田他

− 71 −− 70 −

対抗的な働きかけを重視する会員が大多数を占めていると考えられる *9。会員においては，専門職
層の割合が高く，実際に社会的監視や政策提言を実施することができる体制も整っている。また，

「気候ネットワーク」は，NPO の事務所の所在地以外に居住する会員の割合が高く，全国各地の
団体によるネットワーク型組織・アンブレラ組織であることから，「気候ネットワーク」に対して，
個々の団体が単独では実施できない「専門的な政策提言活動」を期待していると考えられる。
　財源のあり方に関する志向性では，「びわこ豊穣の郷」に比べ，「会費収入を増やすため，会員
数を増やす」「行政以外の助成金や補助金，協力金を積極的に獲得する」「収益となる自主事業を
展開する」を重視する会員の割合が高い一方で，「現在の財源でまかなえる範囲の活動にとどめる」
を選択している会員は少数であった。「びわこ豊穣の郷」に比べ，「事業性」を重視し，事業拡張
への意欲の高い会員が多数を占めていると考えられるが，行政との関係においては，積極的に委
託事業を獲得していこうとする志向性は低くなっていた。
　第 2 に，「びわこ豊穣の郷」の会員の志向性について検討を行う（表 7）。行政との関係に関す
る志向性では，「政策や制度の改正に取り組むように，提言などによって働きかける」（「対抗」）
とともに「行政ではできない分野に集中して活動を進めていく」（「補完」）を重視している会員
の割合が高かった。身近な地域の環境保全においては，水路・河川の維持管理や湖岸・内湖の清
掃活動をはじめ，自らの手で直接的に対象に働きかけることができる活動も多いことから，行政
に対する政策提言を重視しつつも，行政ではできない分野に注力し，役割分担を行うことを重視
する会員も多いと考えられる。
　財源のあり方に関する志向性では，「行政以外の助成金や補助金，協力金を積極的に獲得する」
や「収益となる自主事業を展開する」を重視する会員の割合が高い一方で，「気候ネットワーク」
に比べると，「現在の財源でまかなえる範囲の活動にとどめる」を重視している会員の割合が相
対的に高かった。「びわこ豊穣の郷」においては，「農林漁業」に従事する人たちなど，身近な地
域環境との関わりが深い会員も存在する。また，身近な水路・河川の維持管理や湖岸・内湖の清
掃活動においては，会員一人ひとりのマンパワーが重要となるが，「びわこ豊穣の郷」においては，
時間的に恵まれた高年齢層の会員の割合が高くなっており，実際に活動に従事できる会員も多い
と考えられる。このことから，「ボランティア性」を重視する会員も一定の割合を占めていると
考えられる *10。一方，「びわこ豊穣の郷」のように，地域社会の多様な主体との連携など幅広い活
動に取り組む場合においては，安定的な組織基盤が重要となることから，「事業性」も重視され
ていると考えられる。

*9　「気候ネットワーク」では，社会的監視活動の１つとして，石炭火力発電所の新規計画の動向とともに，
既設発電所の稼働と閉鎖向けた状況を監視し，公表する「石炭発電所ウォッチ」に取り組んでいる。
*10　「びわこ豊穣の郷」では，水環境への直接的な働きかけを重視する会員の意見等に応じて，2009 年
からは，「赤野井湾湖岸・小津袋クリーン大作戦」が開始され，2013 年からは，「オオバナミズキンバイ
の除去活動」が開始されており（山添ほか，2017b），2018 年からは，会員の自主的な事業として「地域
河川クリーン大作戦」が開始されている（山添ほか，2020）。
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5.2. 環境NPOの2類型の理念的モデルと会員の志向性のズレ

　本稿では，「気候ネットワーク」と「びわこ豊穣の郷」の会員アンケート調査のデータ比較によっ
て，「政策提言型環境 NPO」と「草の根型環境 NPO」の会員の志向性を明らかにした。
　「政策提言型環境 NPO」の理念的モデルは，「対抗」と「事業性」が高いところに位置すると
いえようが，調査結果からも，「気候ネットワーク」の会員においては，「対抗」と「事業性」を
重視する割合が高く，「政策提言型環境 NPO」の理念的モデルに近似していた（図 4）。一方で，
行政との関係においては，積極的に委託事業を獲得していこうとする会員は比較的少なく，その
点では，理念的モデルに比べ，「事業性」はやや低いといえる（図 4）。それに対し，「草の根型
環境 NPO」の理念的モデルは，「補完」と「ボランティア性」が高いところに位置するといえよ
うが，調査結果からは，「びわこ豊穣の郷」の会員においては，「補完」だけでなく，「対抗」を
重視する会員の割合も高く，「ボランティア性」とともに「事業性」を重視する会員の割合も高く，

「草の根型環境 NPO」の理念的モデルとはズレがあった（図 4）。
　「政策提言型環境 NPO」においては，カウンターパワーとしての「対抗」が期待され，独立性
を保持し，専門的なスタッフを確保するための財政基盤が重要となるが，このことは，「気候ネッ
トワーク」の実態とも一致している。このため，「気候ネットワーク」の会員の志向性は，「政策
提言型環境 NPO」の理念的モデルに近似していると考えられる（図 4）*11。それに対し，「草の根
型環境 NPO」においては，行政をはじめ地域の幅広い主体との「連携」や，会員自らが地域環

*11　山添ほか（2019）では，「気候ネットワーク」の会員層を財源志向のタイプの相違によって，「社会
運動志向層」「社会的企業志向層」「ボランティア志向層」という 3 つに区分した。「社会運動志向層」に
おいては，高年齢層の割合が高く，行政との関係では「対抗」を重視する割合が高くなっていたが，「社
会的企業志向層」においては，行政との関係では「相補，補完」を重視する割合が高く，比較的低い年
齢層の割合が高くなっていた。今後，「気候ネットワーク」の会員の志向性については，「対抗」だけで
なく，「相補，補完」も強くなっていく可能性がある。

「草の根型環境NPO」

の理念的モデル

図4　環境NPOの2類型の理念的モデルと会員の志向性
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境に働きかける「ボランティア性」が重視されるが，「びわこ豊穣の郷」のように地域の中核的
な役割を果たす「草の根型環境 NPO」においては，行政等に対する政策提言も期待され，持続
的に活動を展開するための財政基盤となる「事業性」も重視される。このことから，「びわこ豊
穣の郷」の会員の志向性は，「草の根型環境 NPO」の理念的モデルに比べ，実際には「対抗寄り」

「事業性寄り」になっていると考えられる（図 4）。
　「政策提言型環境 NPO」である「気候ネットワーク」においても，「草の根型環境 NPO」であ
る「びわこ豊穣の郷」においても，「事業性」を重視する会員の割合は高くなっていたが，一方
で行政との関係では，より積極的に委託事業を獲得しようとする「相補」を重視する会員の割合
は低くなっていた。このことは，日本社会において，政府・自治体から環境 NPO への財源移譲
が進んでいない状況を反映していると考えられる *12。政府・自治体からの財源移譲が進んでいな
い状況では，環境 NPO は，財源だけでなく，マンパワーなどの諸資源を，社会の多様な主体に
求めることが必要となる。一方，多様な主体との関係を構築することは，より幅広い主体を巻き
込んだ環境保全，社会変革へとつながっていく可能性を有している *13。
　今後，「気候ネットワーク」と「びわこ豊穣の郷」の調査を継続し，両者の活動展開と会員の
志向性の関係について比較研究を進めていくこととしたい *14。
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2012）や多様な主体と連携した新たな制度の形成（豊田ほか，2014）に取り組んできている。
*14　環境 NPO は，その状況に合わせて活動を変化させ，また，会員の志向性は変化していくと考えら
れる。「気候ネットワーク」については，調査当時から 10 年間が経過していることから，今後，追加調
査を行っていくこととしたい。
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